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7.3.  災害対応災害対応災害対応災害対応事例事例事例事例調査調査調査調査    

7.3.1.  道道道道のののの駅駅駅駅によるによるによるによる災害対応災害対応災害対応災害対応    

 平成 23 年 3 月 11 日に発災した東北地方太平洋沖地震（以下「東日本大震災」）において、

「道の駅」が防災拠点として機能した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＰＦＩ事業で整備された「道の駅」４箇所のうち、「水の郷さわら」は東日本大地震にお

いて災害対応を行っている。その当時の対応内容や防災活動に関する契約内容・リスク分

担等を整理する。 

 

道の駅名称：水の郷さわら 

所在地：千葉県香取市イ 3981-2 

整備主体：国土交通省、香取市 

ＳＰＣ：ＰＦＩ佐原リバー株式会社  

施設内容：「道の駅」（特産品販売所・フードコート、トイレ、休憩・情報コーナー） 

「川の駅」（河川利用情報発信施設（防災教育展示等）、水辺交流センター、車

両倉庫）、駐車場 

施設概要：国と香取市が協働して水辺交流センター等の「川の駅」と地域交流施設「道の

駅」をＰＦＩ事業により一体的に整備、運営を実施。また、国の個別事業とし

て、災害時の水防活動拠点となる河川防災ステーション、緊急船着場などの整

備・運営を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：水の郷さわらサイト 
図 7.7 水の郷さわら配置

出典：水の郷さわらパンフレット 
図 7.6 水の郷さわら位置

図 7.5 東日本大震災において副次的な防災機能を発揮した事例 

出典：東日本大震災 

   を踏まえた 

緊急提言 

(国土交通省) 
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項目 内容 

被害状況 「水の郷さわら」周辺は佐原河岸を中心に地盤沈下や液状化等で甚大な被害があった
が、「水の郷さわら」が立地する高規格堤防（スーパー堤防）の被害はきわめて軽微な
ものだった 

防災設備 電気はおよそ１日で復旧。停電中は自家発電機が起動し電気を施設に供給。水は断水
し、断水中は受水槽の備蓄分でまかなう。 

避難者受
入状況 

平成 23 年 3 月 11 日～15 日(5 日間)は近隣住民が一時的に避難。避難者数は約 50 名 

防災関係
機能 

TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）の打合せ、寝泊りの場所として活用 

防災に関
するリス
ク分担内
容 

【リスク分担表】 
不可抗力リスクにかかる費用、施設損傷リスクは公共・民間で負担、国等の支持や災
害対策活動による増加費用は公共、災害や災害対策活用等による収益減少は民間負担 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 7.3 防災拠点施設「水の郷さわら」内容 
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防災に関
する契約
内容 

【事業契約書】 
第９章 災害時の協力義務  第１０３条 （災害時の協力義務）  
１ 大規模災害発生時、本施設が水防拠点としての機能を発揮する場合には、車両倉庫、
水辺交流センター及び河川利用情報発信施設は、一般利用者の利用を制限し、災害
対策を優先して施設を運営する。  

２ 「事業者」は、大規模災害が生じた場合、車両倉庫、水辺交流センター及び河川利
用情報発信施設が速やかに災害対策施設として機能できるよう、運営業務計画書に
基づき、業務を実施しなければならない。  

３ 「事業者」は、大規模災害が生じた場合に、車両倉庫、水辺交流センター及び河川
利用情報発信施設の従業員をして、次の各号に定める水防活動協力義務を負わせる
ものとする。  
一 災害対策車の施設内走行  
二 水防活動控え室としての河川利用情報発信施設及び水辺交流センターの利用  
三 災害活動支援施設としての飲食施設の利用  
四 災害情報連絡施設としての事務所施設の利用避難者の一時待避所  
五 その他本条各号に定める行為に付随する一切の行為  

４ 「事業者」は、大規模災害が生じた場合、地域交流施設の従業員をして、第２項に
定める水防活動を妨げないよう、営業面の配慮や一時避難所としての協力等を行わ
せるものとする。  

５ 第１項及び第２項に定める場合における運営業務遂行不能等による収益の減少に
かかる費用等は「事業者」が負担するものとする。 

発災時の
ＳＰＣ、
職員の対
応 

近隣住民の受入れは、技術提案書「災害発生時の協力」に基づきＳＰＣが自主的に受
入れ。非常用電源管理、食料提供、市からの毛布受入れ、警備等を実施 

課題 ・「水の郷さわら」周辺は津波や液状化の被害が大きく、施設は比較的損傷が少なく水
も電気も使用できるため周辺住民が避難してきたが、「水の郷さわら」は地域防災計
画で避難所として指定されておらず、５日後には避難者を避難所へ誘導 

・河川防災ステーションとして洪水被害を念頭に業務要求水準書を作成しており、そ
の他の災害については明確に位置づけられていなかった 

・近隣住民受入れにかかった費用はＳＰＣが負担、非常用電源の燃料等は国が負担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺住民の避難利用 TEC-FORCEによる利用 

出典：「佐原広域交流拠点ＰＦＩ事業 

における維持管理運営について」 

（国土交通省関東地方整備局 

利根川下流河川事務所） 
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7.3.2.  過去過去過去過去のののの「「「「道道道道のののの駅駅駅駅」」」」のののの災害対応災害対応災害対応災害対応事例事例事例事例    

 既存の「道の駅」の大半は、当初から防災拠点として整備されたものではないが、過去

にも発災時には周辺住民や一般道路利用者が避難もしくは情報を求めて立ち寄り、防災拠

点としての役割を果たすことがあった。 

 大災害における主な活用事例としては下記のものがあげられる。 

【地震】 

新潟県中越地震（平成 16 年 10 月 23 日発生） 

・避難所として利用：「ゆのたに」「クロス１０十日町」等 ４駅 

・地域の地理、被災・道路情報等提供：「豊栄」「まつだいふるさと会館」等 ２４駅 

・温泉等施設無料解放・炊き出し等サービス提供：「ちぢみの里おぢや」「関川」等 ７駅 

・ボランティア受入センター設置：「じょんのびの里高柳」 

・救援物資搬出入基地：「クロス１０十日町」「瀬替えの郷せんだ」 

・災害復旧車両等の駐車場：「いりひろせ」「西山ふるさと公苑」等 ７駅 

・その他（仮設住宅建設）：「クロス１０十日町」（第２駐車場に建設） 

新潟県中越沖地震（平成 19 年 7 月 16 日発生） 

・道路・被災情報提供：7 月 16 日～ 北陸全「道の駅」６４駅 

・温泉等施設無料開放：「ちぢみの里おぢや」「風の丘米山」「国上」 

・その他（仮設住宅建設）：「西山ふるさと公苑」 

岩手・宮城内陸地震（平成 20 年 6 月 14 日発生） 

・道路・被災情報提供：「みずさわ」「にしね」「くずまき高原」等 ８駅 

・災害復旧車輌等への駐車場提供：「路田里はなやま」 

 

【豪雨】 

新潟・福島豪雨災害（平成 16 年 7 月 12～13 日頃発生） 

・気象・通行規制状況・迂回路等情報提供：「越後出雲崎天領の里」「風の丘米山」「良寛の

里わしま」「国上」 

・避難所として利用：「越後出雲崎天領の里」「風の丘米山」 

・温泉施設無料開放：「国上」 

平成 16 年 台風 16～24 号 

・気象・道路・災害等情報提供：「丹波マーケス」「マイントピア別子」「今治湯ノ浦温泉」

「小豆島ふるさと村」 

・臨時休憩所・避難所として利用：「丹波マーケス」「小豆島ふるさと村」「マイントピア別

子」「今治湯ノ浦温泉」 

・診察場所を提供：「ことひき」 

・砂の提供・土嚢作り：「小豆島ふるさと村」 

平成 18 年 豪雨（平成 18 年 7 月 15～24 日発生） 

・迂回路及び作業員待機所として駐車場を利用：「木曽ならかわ」 

 

 

 

 

 

過去の活用例 

◎一時避難所  ◎情報提供施設  ◎ボランティア・救援物資基地 

◎防災関係機関待機所  ◎それぞれの「道の駅」整備施設活用等 
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7.4.  「「「「道道道道のののの駅駅駅駅」」」」防災拠点化防災拠点化防災拠点化防災拠点化のののの状況状況状況状況    

 現在、「道の駅」は全国で 996 箇所登録されている。

これら「道の駅」は従来の休憩機能、情報発信機能、

地域連携機能の３つの機能を基本として整備されてき

たが、平成 16 年の新潟県中越地震の際に避難所や災害

復旧車両の駐車場、救援物資の配布等、重要な役割を

果たした。それ以降、大規模災害が発災する際には周

辺住民、一般道路利用者が安心・情報を求めて立ち寄

り、また様々な防災機関にも活用されてきた。東日本

大震災の際にも、防災拠点として重要な役割を果たし

た。 

 平成 23 年度以降に国土交通省より発注された「道の

駅」の防災拠点化に関する業務より、道路管理者とし

て考える「道の駅」防災拠点検討内容について整理す

る。 

 

 

 

 

 

 

業務名 発注 主な防災拠点化内容 

平成２３年度 青森管内
道の駅防災拠点計画検討
業務 

東北地方整備局 
青森河川国道事務所 

・必要な施設や設備、情報提供装置、避難装
置等、具体的な整備内容について検討 

・平常時の施設活用方法 
・一時避難所または道路利用者への有効な災
害情報提供の仕組みを検討 

管内道の駅防災化設計業
務 

東北地方整備局 
郡山国道事務所 

・防災機能範囲、役割等 
・施設の無停電化設備設計 
・屋外情報設備設計 

Ｈ２３道の駅施設利用実
態調査業務 

北陸地方整備局 
富山河川国道事務所 

・施設整備・資機材の配置検討 

平成２３年度 「道の駅」
防災拠点化検討業務 

中部地方整備局 ・地域防災計画上の避難所に適する「道の駅
抽出 

・防災拠点として必要な施設及び機能 
・「道の駅」毎の防災拠点化メニュー整理 

道路提供施設概略設計業
務 

近畿地方整備局 
福井河川国道事務所 

・非常電源装置検討 
・仮設トイレ検討 
・非常用情報通信回線検討 
・非常用用水検討 

 

 防災拠点化内容としては、「道の駅」として求められる適切なレベル防災拠点化設備であ

り、具体的には電源・情報提供等について検討を求めている。 

 

 防災拠点化された「道の駅」に整備された防災施設は下記の通りである。 

 

2011 年 10 月 20 日 朝日新聞朝刊 

表 7.4 「道の駅」防災拠点化に関する業務 
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｢道の駅｣ 
名称 

みかも ちぢみの里おぢや 美濃にわか茶屋 藤川宿 

所在地 栃木県栃木市 新潟県小千谷市 岐阜県美濃市 愛知県岡崎市 

供用年月
日 

平成 18 年 4 月 21 日 平成 8 年 11 月 27 日 平成 19 年 9 月 8 日 平成 24 年 12 月 9 日 

防災設備 耐震トイレ、貯水槽
（トイレ用）、給水
タンク（飲料）、非
常用電源、情報提供
施設 

非常用トイレ、非常
電源用発電機、防災
備蓄倉庫、情報提供
装置 

非常用電源、防災用
トイレ、飲料水貯水
槽、防災備蓄倉庫、
情報提供装置 

防災トイレ、非常用
発電機 
※駐車場 LED 照明
灯、電気自動車充電
施設、太陽光発電 

役割 避難所、情報発信、
輸送拠点（物資の集
配・分配等）、首都
圏への支援拠点 

災害時の一時的な
避難所、物資供給拠
点等 

道路利用者の一時
避難所、地域住民の
避難所等 

道路利用者の一時
避難所、物資輸送の
支援、災害復旧部隊
の活動支援 

地域防災
計画の位
置付け 

地域住民の避難所  地域住民の避難所、
備蓄倉庫 

平成 24 年 3 月に防
災拠点として位置
付け 

 防災拠点としての整備済み「道の駅」では、各駅に共通の防災設備として非常用電源、

非常用トイレ（トイレ用水）があげられる。 

 

 

7.5.  函南町函南町函南町函南町「「「「道道道道のののの駅駅駅駅・・・・川川川川のののの駅駅駅駅」」」」におけるにおけるにおけるにおける防災拠点化防災拠点化防災拠点化防災拠点化    

 函南町において想定される災害は大地震（東海地震）と豪雨災害で、函南町「道の駅・

川の駅」を利用すると想定される利用者は、周辺住民と近隣市町の住民、観光客等一般道

路利用者と考えられる。避難者の受入れのタイミングとしては、東海地震の推定震度は伊

豆半島内では函南町周辺が大きいため、函南町内の他避難所の開設と同時と考えられる。 

また、函南町「道の駅・川の駅」が接する国道 136 号は緊急輸送路に指定されており、

発災時は道路啓開の災害復旧車両、自衛隊、警察等防災関連機関の車両の中継地点、休憩

駐車スペース等の利用が想定される。 

 基本計画では、「川の駅」は水害時の災害応急・復旧拠点として、災害対策室の設置や防

災ヘリコプターの利用等の他、水害以外の災害時は「道の駅」と連携して帰宅困難者（観

光客等）の一時避難所としての活用が計画されている。「道の駅」エリアでは避難生活に必

要となる資機材の備蓄、救援物資の配布やボランティア受入れを行うよう計画されている。

「道の駅」エリアで災害対応を行うのはコミュニティ広場で、平常時は民間事業者の提案

により有効活用する。 

 「川の駅」に関しては、現在、河川事業者と協議中であり、整備内容・活用内容は未定

である。 

 

 様々な大災害の発災時に「道の駅」は活用されており、主な活用方法は一時避難所、情

報提供、ボランティア・救援物資基地、防災関係機関待機所等であるが、東日本大震災時

に活用された「水の郷さわら」では河川防災ステーションとして水害を念頭においての業

務要求水準書となっており、また地域防災計画に位置付けされていなかったため、ＳＰＣ

の負担が大きくなってしまったことが課題としてあげられる。 

 水防拠点を地域振興施設と併設し、平常時に活用されている事例はあり、良好な成果を

収めており、また河川敷占用許可準則が一部改正され、河川敷地での営業活動が可能にな

表 7.5 防災拠点化「道の駅」 
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ったことより、更に平常時の有効活用が可能となっている。函南町「道の駅・川の駅」も

河川敷の活用について検討を行うことが考えられる。 

防災拠点化された「道の駅」を参考にすると、「道の駅」の防災設備としては非常用電源、

非常用トイレ（トイレ用水）があげられる。 

 

 上記を整理すると、函南町「道の駅・川の駅」の災害対策併用施設としての防災拠点化

スキーム図（概要図）と対応内容・リスク等は、次のように想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函南町 河川管理者 

周辺・近隣住民 

伊豆地域観光客 

（帰宅難民） 

防災行政機関 道の駅 川の駅 

ＳＰＣ 

水防水防水防水防センターセンターセンターセンター    
コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ    

広場広場広場広場    

災害対応災害対応災害対応災害対応    

※※※※ 

※ 「川の駅」（水防センター等）
については、現在、河川管
理者と協議中で、内容につ
いては未定 

施設・駐車場提供 

避難受入 

協力 
協力 

平常時の利用は 

民間事業者提案による 

地域振興施設地域振興施設地域振興施設地域振興施設    

図 7.10 防災拠点化スキーム図【発災時】 
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想定される 
災害 

大地震（東海地震） 豪雨 

拠点の種類 防災拠点 水防拠点 

発災時利用
者 

周辺住民 
海沿い地域住民 
一般道路利用者(観光客等) 
防災関係機関(道路管理者、自衛隊、警察等) 

周辺住民 
一般道路利用者(観光客等) 
水防関係機関(河川管理者、自衛隊、警察等) 

何を行うか 一時避難所 
物資・ボランティア拠点 
防災関係機関の災害・応急・復旧拠点 

一時避難所 
水防関係機関の災害・応急・復旧拠点 

発災時の函
南町「道の
駅・川の駅」
の対応 

「道の駅」（コミュニティ広場）：一時避
難所、物資・ボランティア拠点 
「川の駅」：防災関係機関の災害・応急・
復旧拠点 

「道の駅」：２階以上が使える場合は一時
避難所 
「川の駅」：防災関係機関の災害・応急・
復旧拠点、「道の駅」が使えなくなった場
合は一部を一時避難所 

想定される
ＳＰＣの役
割（「川の
駅」エリア
は除く） 

・周辺住民、一般道路利用者(観光客等)の
受け入れ 
・食品の提供(備蓄倉庫内のものが使用不可
もしくは不足した場合) 
・地域振興施設の防災設備管理 
・地域振興施設の警備 
・各種情報収集、提供 

・周辺住民、一般道路利用者（観光客等）
の受入れ 
・地域振興施設の警備 
・各種情報収集、提供 

想定される
ＳＰＣの負
担（「川の
駅」エリア
は除く） 

・職員対応による人件費 
・食品等の提供品の代金、非常用発電施設
の燃料費等 
・営業不可期間の無収益 
・施設、備品等の破損 
・通常営業のための清掃等 

・職員対応による人件費 
・営業不可期間の無収益 
・施設、備品等の破損 
・通常営業のための清掃等 

想定される
防災に関す
るリスク 

【不可抗力リスク】 
・大地震に起因する事業契約解除・中断に
伴う増加費用 
・大地震に起因する堤防その他河川管理施
設の決壊・流出・損傷による施設の損壊復
旧費用 
【事業中断、契約解除リスク】 
・町の指示、契約条件変更に伴う運営業務
遂行不能、収益減少、違約金等増加費用 
・災害対策活動等による増加費用 
・一時避難所として活動するための運営費
用 
・一時避難所として活動する期間の運営業
務遂行不能、収益減少 
・上記以外の事由による運営業務遂行不能、
収益減少、違約金等の増加費用 
【施設損傷リスク】 
・町の災害復旧活動、災害対策活動等に伴
う施設の損壊の復旧費用 
・町の災害復旧活動、災害対策活動等に伴
う施設の利用後の通常営業に向けた清掃等
費用 
・町以外の災害復旧活動、災害対策活動等
に伴う施設の損壊の復旧費用 

【不可効力リスク】 
・豪雨に起因する事業契約解除・中断に伴
う増加費用 
・豪雨に起因する堤防その他河川管理施設
の決壊・流出・損傷による施設の損壊復旧
費用 
【事業中断、契約解除リスク】 
・町の指示、契約条件変更に伴う運営業務
遂行不能、収益減少、違約金等増加費用 
・災害対策活動等による増加費用 
・一時避難所として活動するための運営費
用 
・一時避難所として活動する期間の運営業
務遂行不能、収益減少 
・上記以外の事由による運営業務遂行不能、
収益減少、違約金等の増加費用 
【施設損傷リスク】 
・町の災害復旧活動、災害対策活動等に伴
う施設の損壊の復旧費用 
・町の災害復旧活動、災害対策活動等に伴
う施設の利用後の通常営業に向けた清掃等
費用 
・町以外の災害復旧活動、災害対策活動等
に伴う施設の損壊の復旧費用 

大震災・豪
雨以外に起
因するリス
ク 

【不可抗力リスク】 
・大地震・豪雨以外の不可抗力に起因する事業契約・解除・中断に伴う増加費用 
・大地震・豪雨以外の不可抗力に起因する施設の損傷復旧費用 

 

表 7.6 想定される災害と対応内容・リスク等 
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 リスクについては、「ＰＦＩ事業実施のプロセスに関するガイドライン」では「民間収益

施設を併設するＰＦＩ事業の場合には、民間収益施設の経営リスクによりＰＦＩ事業の実

施に支障を生じるおそれがあるため、ＰＦＩ事業から民間収益施設の経営リスクを可能な

限り分離する必要があるが、完全に分離できない場合においても民間収益施設の経営リス

クが最小限となるよう協定等において適切に措置することに留意する必要がある。」とされ

ている。災害対応の場合も、過度のリスクを民間事業者に負担させないことが必要である。

不可抗力リスクは民間事業者にとっては大きなリスクであり、民間事業者が損害を予防す

ることが困難であるリスクは極力、公共で負担することが考えられる。 

 町においては、リスクの負担が実現できるよう、地域防災計画への位置づけ等、早急な

対応が必要である。また、官民双方の役割を明確にするため、業務要求水準書、事業契約

書の他、民間事業者協力義務・災害協定や災害対応覚書を町と民間事業者が取り交わすこ

とが必要である。 

 

 

8．．．． 業務要求水準書業務要求水準書業務要求水準書業務要求水準書（（（（素案素案素案素案）、）、）、）、事業契約書事業契約書事業契約書事業契約書（（（（素案素案素案素案））））検討検討検討検討    
 以下に示す「業務要求水準書（素案）」「事業契約書（素案）」の検討は、本業務（先導的

官民連携支援事業）報告書の検討にあたり実施したもので、函南町「道の駅・川の駅官民

連携事業」が実施される場合の条件とはならないものである。 

ＰＦＩ事業は、ＰＦＩ法第五条３項に基づき実施方針を策定し、策定後は公表しなけれ

ばならない。その内容は、以下のように定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の実施方針に記載する内容を補完し、計画をより明確に民間事業者や住民に周知す

る目的で、実施方針公表に併せて業務要求水準書案や事業契約書案等が公表されている。 

よって、「平成 24 年度 地域活性化施設基本計画策定業務」と一体的に連携し「道の駅・

川の駅」整備手法として「官民連携事業」を導入する場合の業務要求水準書（素案）、事業

契約書（素案）等の公募関連資料（素案）について検討する。 
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8.1.  実施方針実施方針実施方針実施方針のののの書類素案書類素案書類素案書類素案 
8.1.1.  対象事業対象事業対象事業対象事業（（（（特定事業特定事業特定事業特定事業）（）（）（）（素案素案素案素案））））    

 対象事業（特定事業）とは、「公共施設等の整備等に関する事業で、ＰＦＩ事業として実

施することにより効率的かつ効果的に実施されるもの」（内閣府）とされている。ＰＦＩ事

業の導入によりＶＦＭが見込めると判断した事業である。 

 記載される内容は、事業概要、事業期間、対象業務、見込み額等で、本事業では次のよ

うに素案を作成した。 
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8.1.2.  業務要求水準書業務要求水準書業務要求水準書業務要求水準書（（（（素案素案素案素案））））    

 業務要求水準書は、ＰＦＩ事業で民間事業者に対して求める内容・条件等を明記した書

類である。函南町の方針や目的、求めているものを明らかにし、かつ民間の創意工夫が最

大限発揮されるよう配慮したものとしなくてはいけない。 

 函南町「道の駅・川の駅」は災害対応施設として位置づけられており、業務要求水準書

の作成にあたっては、下記をポイントとして作成した。 

 ＜災害対応＞ 

 ・災害対応にあたる範囲（対応施設、人的対応等） 

 ・発災時の対応 

 ・発災時のリスク 

 ＜災害対応施設＞ 

 ・平常時の有効利用としての付帯事業提案 

 なお、「川の駅」は河川管理者と協議中であり、施設整備内容等も未定であるため、本業

務要求水準書（素案）には含めない。 
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注）本業務要求水準書（素案）は、本報告書（「先

導的官民連携支援事業報告書」）の検討にあたり作

成しているもので、今後、函南町「道の駅･川の駅

官民連携事業」が実施される場合の条件とはなら

ないものである。 
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